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ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化
～食品衛生法等の一部を改正する法律～
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○ 食品衛生法第50条の２（改正後）
厚生労働大臣は、営業の施設の「公衆衛生上必要な措置」につ
いて厚生労働省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるもの
とする。

①施設の内外の清潔保持、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的
な衛生管理に関すること。

②食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を
管理するための取組（小規模な営業者その他の政令で定める営
業者にあっては、その取り扱う食品の特性に応じた取組）に関する
こと。

Ａ：ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理

Ｂ：ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理

令和２年６月１日に施行（経過措置期間１年間）⇒令和３年６月１日まで



例えば、手洗いの手順について手洗い設備から見える場所に掲載するなど、
それぞれの項目の具体的な実施方法や作業内容などをあらかじめ決めておくこと

⇒衛生標準作業手順（ＳＳＯＰ）の整備と確実な実行
3

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化
～一般的な衛生管理（共通）～



ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化
～規模や業態に応じた２つの基準～
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Ａ：ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理
Ｂ：ＨＡＣＣＰの考え方を
取り入れた衛生管理

コーデックスＨＡＣＣＰの７原則に基
づき、食品等事業者自らが、使用す
る原材料や製造方法等に応じ、計画
を作成し、管理を行う。
【対象】
◆大規模事業者※

◆と畜場
◆食鳥処理場（認定小規模除く）

各業界団体が作成する手引書を参
考に、簡略化されたアプローチによる
衛生管理を行う。

【対象】
◆小規模事業者※

◆店舗での小売販売のみを目的とし
た事業者
◆提供する食品の種類が多く、変更
頻度が頻繁な業種（例：飲食店、給
食施設 等）
◆一般衛生管理の対応で管理が可
能な業種（例：包装食品の販売、保
管・運搬業 等）

※規模の線引きについては、
従業員数50名を基準にする。
Ａ⇒Ｂは× Ｂ⇒Ａは○



（参考）ＨＡＣＣＰ導入のための手引書等
～Ａ：ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理～
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製品説明書、製造工程図、危害分析表、HACCPプラン等の
例が示されています。

手引書掲載先

モデル例掲載先



（参考）ＨＡＣＣＰ導入のための手引書等
～Ｂ：ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理～
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現在、事業者の負担軽減を図るため、各食品等事業者団体
が業種別の手引書を作成しています。

掲載先



コーデックス（ＣＯＤＥＸ）委員会とＨＡＣＣＰ

○ コーデックス委員会（Codex Alimentarius Commission (CAC)）
・国際連合食糧農業機関
（Food and Agriculture Organization of the United Nations (FAO))

・世界保健機関
（World Health Organization (WHO))

1963年に設立された、食品の国際基準（コーデックス基準）を作
る政府間組織。その目的は、消費者の健康を保護するとともに、
食品の公正な貿易を促進すること。現在180カ国以上が加盟して
いる。
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コーデックス（ＣＯＤＥＸ）委員会とＨＡＣＣＰ

○ ＨＡＣＣＰシステムとその適用のためのガイドライン
「食品衛生の一般原則」（GENERAL PRINCIPLES OF FOOD 

HYGIENE CAC/RCP 1-1969）の付属書として1993年に採択され
たもの。SPS協定上では、国際標準となっている。
和訳：公益社団法人日本食品衛生協会ホームページ http://www.n-shokuei.jp/eisei/haccp_codex_doc.html

いわゆるＨＡＣＣＰの
７原則１２手順が提示
されている。

「ＨＡＣＣＰに基づく衛
生管理」に求められる
基準もこのガイドライ
ンを踏襲した内容とな
る。
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http://www.n-shokuei.jp/eisei/haccp_codex_doc.html


ＨＡＣＣＰと認証制度

○食品衛生法上の認証制度
総合衛生管理製造過程の承認（※今後廃止される予定）

○対米・対ＥＵ輸出食肉、輸出水産食品の認定
○民間認証

FSSC22000、ISO22000、SQF2000、JFS-B,C 等
○業界団体による認証
○自治体による認証（制度がある自治体のみ）

ＨＡＣＣＰ≠認証
※ＨＡＣＣＰは衛生管理システムの名称であり、必ずしも第
三者による認証を伴うものではない。
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ＨＡＣＣＰの７原則12手順

手順１～５ １. チーム編成
２. 製品説明書

３．用途対象者

４. 製造工程図

５．現場確認

手順６～９

（原則１～４）

６. 危害分析

（HA）

７. 重要管理点
（ＣＣＰ）の決定

８. 管理基準

（ＣＬ）の設定

９. モニタリング
方法の設定

手順10～12

（原則５～７）
10. 改善措置 11. 検証 12. 記録・保管

○ 必ずしも順番通りに行う必要は無い
○ 今までの衛生管理を体系的に整理
例）既に製品の殺菌工程があり、殺菌温度等を設定して管理している場合、
手順７～９が実行できている。
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手順１（チームの編成）

チームリーダー

（工場長等）

商品開発部長 製造部長 品質管理部長

必要に応じ

外部の専門家

ポイント チェック

○知識及び技術を有する者により編成

・それぞれ実務に精通した人を選出 □

・講習会等による知識の習得 □

○ チームの組織図の作成 □
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手順２、３（製品説明書、用途対象者）

製品説明書（１／２）

製品の名称及び種類 漬物（しょう油漬）

原材料／添加物

［原材料］

野菜（別紙参照）、漬け原材料（しょうゆ、アミノ酸液、ぶ
どう糖果糖液糖、食塩、とうがらし）
［添加物］

調味料（アミノ酸等）、保存料（ソルビン酸カリウム）、着
色料（別紙参照）
［使用水］

食品製造用水（井水）

使用基準のある

添加物
ソルビン酸カリウム…しょう油漬：1.0g/kg

アレルギー物質

［特定原材料］
小麦（原材料由来）
［準ずるもの］

大豆（原材料由来）、やまいも（一部の商品で原材料と
して使用） 12



手順２、３（製品説明書、用途対象者）

製品説明書（２／２）

容器包装の形態・材質 合成樹脂製袋（ポリプロピレン、ポリエチレン）

製品の規格

［漬物の衛生規範］（充てん後加熱殺菌）
カビ：陰性、酵母：1,000個/g以下
［社内規格］
pH：4.2～4.6、塩分：4.0～4.5％
異物のないこと
官能評価による異味、異臭のないこと

保存方法 直射日光、高温多湿を避けて保存

賞味期限 製造日より90日（未開封）

喫食の方法 そのまま喫食

対象者 一般消費者
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手順２、３（製品説明書、用途対象者）

記載事項 チェック

○製品の名称及び種類 □

○原材料／添加物／使用水 □

○使用基準のある添加物 □

○アレルギー物質 （特定原材料７品目） □

○容器包装の形態・材質 □

○製品の規格
（法令・規範の要求事項、ｐＨ・Ａｗ等の物性）

□

○保存方法 □

○賞味／消費期限 □

○喫食方法・対象者 □
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机上演習①

持参した製品説明書（規格書）の
内容を確認してみましょう。

５分間
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区域 野菜 食品製造用水 漬け原料 添加物 袋

A1 原料受入 w1 井水汲み上げ B1 原料受入 C1 原料受入 a1 入荷

A2 原料保管 w2 殺菌等 B2 原料保管 C2 原料保管 a2 保管

A3 洗浄 w3 貯留 B3 計量 C3 計量

A4 選別

A5 カット

A6 圧搾

A7 調味仕込み

A8 漬け込み

A9 計量・充填

A10 密封

汚
染
区

清
浄
区

手順４、５（製造工程図、現場確認）

洗浄水

戻り工程

原料保管は
冷蔵？常温？
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手順４、５（製造工程図、現場確認）
ポイント チェック

○主原料を軸とし、副原材料（容器包装含む）を
投入していく形の構成

□

○食品製造用水（洗浄水含む） □

○原材料の保存方法（冷蔵or冷凍or常温） □

○戻り工程・廃棄工程 □

○実際の作業者を交えた現場確認 □

＋α

☆作業区域（汚染区or清浄区等） □

☆各工程に番号（記号）を付与
（※危害分析の際に整理しやすくするため）

□

☆図面及び動線図の作成
（※７原則12手順の要求事項ではない）

□
17



机上演習②

持参した製造工程図（フロー図）の
内容を確認してみましょう。

５分間
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手順６（危害分析）の前に…

• 有害微生物（細菌、ウイルス）

• 寄生虫

生物的危害

（Biological Hazard）

• カビ毒、自然毒、ヒスタミン 等

• 洗浄剤、残留農薬、動物用医薬品 等

化学的危害

（Chemical Hazard）

• 金属片、ガラス片、石 等
物理的危害

（Physical Hazard）

○ 何が食品衛生上の危害になるか
○ その危害はどこから由来するか 知識が必要

○ その危害はどのように制御するか

19



原材料に由来する潜在的な危害要因

別紙参考資料をご覧ください。
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・水分活性（Aw）0.85未満またはpH3.7未満の食品では食中毒菌は増殖不可
⇔

・Aw0.94かつpH4.6を超え、常温保管する食品では多くの食中毒菌が増殖可能

生物的危害の制御方法①
～食品の特性による増殖制御～

主な食中毒菌 最低Aw pH 温度 酸素要求性 熱抵抗性

ボツリヌス菌 0.94 4.6～9 3.3～48℃ 偏性嫌気性菌
＋

（セレウスの嘔吐
毒素は＋＋）

芽
胞
形
成

セレウス菌 0.92 4.3～9.3 4～55℃ 通性嫌気性菌

ウェルシュ菌 0.93 5～9 10～52℃ 偏性嫌気性菌

サルモネラ属菌 0.94 3.7～9.5 5.2～46.2℃ 通性嫌気性菌 －

腸炎ビブリオ 0.94 4.8～11 5～45.3℃ 通性嫌気性菌 －

黄色ブドウ球菌
（※毒素産生）

0.85 4～9.8 10～48℃ 通性嫌気性菌
－

（毒素は＋＋）

カンピロバクター 0.99 4.9～9.5 30～45℃ 微好気性菌 －

病原性大腸菌 0.95 4～10 6.5～49.4℃ 通性嫌気性菌 －

エルシニア菌 0.95 4.2～10 -1.3～42℃ 通性嫌気性菌 －

リステリア菌 0.92 4.4～9.4 -0.4～45℃ 通性嫌気性菌 －
出典：FDA2011.Fish and fishery products hazards and controls guidance
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生物的危害の制御方法②
～加熱殺菌～

120℃

４分

個別の

製造基準

中心部75℃１分

（ノロウイルス85℃90秒）
⇒基本となる加熱条件

⇒法令の要求事項
（牛乳、清涼飲料水、食肉製品 など）

⇒芽胞菌の発芽・増殖
が想定できる場合

（レトルト食品 など）

※ 加熱以外の殺菌方法：薬剤（塩素など）、フィルター、ＵＶ など
22



化学的危害の制御方法

主な化学的危害 工程中の管理 管理方法

添加物

可能

・使用基準の遵守、使用量を記録

洗浄剤
・薬剤の適正方法
・機械器具類の洗浄・消毒手順の遵守

特定原材料
・表示の確認
・コンタミ防止対策

カビ毒

困難
・信頼できる生産者・業者の仕入れ
・使用する原材料の「規格書」 「生産記
録」 「検査成績書」等の確認

残留農薬

自然毒

23



物理的危害の制御方法

物理的危害の由来 管理方法

作業者・作業環境由来の
異物

・私物等の持ち込みについて規制
・製造に使用する機械器具類等の定期的な点検

原材料由来の異物等
・ストレーナーやふるい（液体や粉体の食品）
・目視による選別（固形の食品）
・マグネットトラップ、金属検出機、Ｘ線検査機

（参考）

現行の国内の制度では異物の大きさについて明確な規定がない状況です。諸外国
では異物の大きさを明確にしている国もあり、例えばFDA（アメリカ食品医薬品局）は
「最大寸法７mm未満の異物による、外傷や重篤な被害が生じることはまれである（幼
児、外科手術患者、高齢者などのリスク集団を除く）。」という知見を提示しています。
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（参考）ハザードに関する情報

http://www.fsc.go.jp/

⇒トップページ左側の「ハザード情報」のタブ
（50音検索可能）

25
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手順６（危害分析）
～危害分析表の作成方法～

○危害分析表に記載が必要な項目
① 原材料又は工程名
② 想定される危害
③ 予防等が必要な重大な危害か（Yes／No）
④ ③を判断した根拠
⑤ ③が「Yes」なら、危害を管理する方法
⑥ この工程はＣＣＰか（Yes／No） ←手順７（ＣＣＰの決定）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

記
号

原材料
又は
工程名

Ｂ
・
Ｃ
・
Ｐ

想定される危害

予防等
が必要
な重大な
危害か

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

③を判断した根拠
③が「Yes」なら、
危害を管理する

方法

ＣＣＰか

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥

記
号

原材料
又は
工程名

Ｂ
・
Ｃ
・
Ｐ

想定される危害

予防等
が必要
な重大な
危害か

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

③を判断した根拠
③が「Yes」なら、
危害を管理する

方法

ＣＣＰか

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

Ａ３ 洗浄

Ｂ 病原微生物 Ｎｏ
一般衛生管理で管
理可能

Ｎｏ

Ｃ なし

Ｐ 金属片 Ｙｅｓ
混入する可能性が
ある

後の金属探知機
で除去

Ｎｏ

好ましく
ない例

汚染？増殖？残存？
（特に原材料のＨＡでは想定している微生物を具体的に）

一般衛生管理とは
どんな管理？

混入経路は？

手順６（危害分析）
～危害分析表の作成方法～

洗浄槽自体の洗浄に
薬剤は使わない？ 27



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

記
号

原材料
又は
工程名

Ｂ
・
Ｃ
・
Ｐ

想定される危害

予防等
が必要
な重大な
危害か

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

③を判断した根拠
③が「Yes」なら、
危害を管理する

方法

ＣＣＰか

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

Ａ１
原材料
受入

（きゅうり）

Ｂ

病原微生物の汚染
（無芽胞菌）
・サルモネラ属菌
・病原大腸菌
・エルシニア

Ｙｅｓ
野菜類に由来する
潜在的危害要因

加熱殺菌で除
去・削減

Ｎｏ

（芽胞菌）
・セレウス菌

・クロストリジウム
属菌

Ｙｅｓ
野菜類に由来する
潜在的危害要因

加熱殺菌で栄養
型は除去
芽胞は製品の特
性（pH）上、発
芽・増殖不可

Ｎｏ

Ｃ 農薬 Ｎｏ 栽培日誌の確認

Ｐ
金属異物
硬質異物

Ｙｅｓ
野菜類に由来する
潜在的危害要因

洗浄～選別工程
で除去

Ｎｏ

手順６（危害分析）
～危害分析表の作成方法（原材料）～

例
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥

記
号

原材料
又は
工程名

Ｂ
・
Ｃ
・
Ｐ

想定される危害

予防等
が必要
な重大な
危害か

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

③を判断した根拠
③が「Yes」なら、危
害を管理する方法

ＣＣＰか

（Ｙｅｓ／
Ｎｏ）

Ａ３ 洗浄

Ｂ

病原微生物の汚染 Ｎｏ

洗浄水の温度管理
（20℃以下）、オー

バーフローにより管
理可能

病原微生物の増殖 Ｎｏ
洗浄槽通過時間（５
分以下）から増殖
する可能性は低い

Ｃ 洗浄剤の混入 Ｎｏ
機械器具類の洗浄
手順（SSOP）により
管理

Ｐ 金属片の混入 Ｙｅｓ

洗浄機の部品脱落、
洗浄槽の破損によ
り混入する可能性
がある

機械器具類保守点
検手順（SSOP）に
より管理
金属検出機で除去

Ｎｏ

手順６（危害分析）
～危害分析表の作成方法（製造工程）～

例
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手順６（危害分析）
～③のＹｅｓ／Ｎｏの考え方について～

危害の由来は
どこか？

危害は通常想
定されるもの

か

製造工程中で
特別な管理が
必要か

③はＹｅｓ ③はＮｏ

③はＮｏ

一般衛生管理
のみで対応可

能か

③はＮｏ ③はＹｅｓ

原材料由来 製造環境由来

Ｙｅｓ Ｎｏ Ｙｅｓ Ｎｏ

Ｙｅｓ Ｎｏ

※あくまでも目安
発生頻度、重篤性や管理の不安定さも
考慮する必要有

30



ＣＣＰの例 考え方

加熱工程
・特別に設けられた加熱殺菌工程（例：密封後殺菌）

・特別に設けられた工程ではないが、危害を除去するため
に加熱温度等の管理が必要な工程（例：ローストビーフ）

加熱以外の
殺菌・除菌工程

・加熱工程がない食品の殺菌・除菌工程
（例：生野菜の塩素殺菌、ミネラルウォーターの除菌）

冷却工程
・微生物の増殖を直ちに抑えるために設けられた冷却工程
（例：弁当・そうざいの真空冷却）

物性調整工程
・微生物制御を目的としたｐＨやＡｗ値の調整工程
（例：ジャムのｐＨ調整、乾燥製品の乾燥工程）

異物除去工程 ・最終的な異物除去工程 （例：金検、Ｘ線）

手順７（ＣＣＰの決定）

※ＣＣＰの設定に当たっては、コーデックスのデシジョン・ツリー（判断フロー）を用いるが、多くが
ＣＣＰとなってしまうため、発生頻度や管理の不安定さも考慮する必要がある。 31



机上演習③

主要原材料（１つ）の
危害分析をしてみましょう。

（危害の抽出には別紙参考資料を使用してください）

10分間
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手順８～１２
手順 考え方

手順８
管理基準（ＣＬ）の設定

・危害を除去・低減するためのラインを設定
例）殺菌：庫内温度○度○分以上

金検：○ミリ以上の異物が無いこと
・ＣＬの設定に当たっては科学的根拠が必要

手順９：
モニタリング方法の設定

・設定したＣＬと対応するモニタリング
・逸脱を検出するための十分な頻度

手順１０：
改善措置の設定

・製品と工程それぞれに対して措置を規定

手順11：
検証

・担当者以外によるモニタリング記録の確認
・モニタリングに用いる機器の校正
・製品検査、他の測定方法（必要に応じ）
・モニタリング担当者の作業確認 等

手順12：
文書化と記録の保存

・ＨＡＣＣＰに係る文書・記録等はすべて該当

33

※設定したＣＣＰ毎に手順８～１２を盛り込んだＣＣＰ整理表（ＨＡＣＣＰプラン）を作成する。

⇒詳しくはコーデックスHACCP導入研修会（後編）で解説します。
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ご清聴ありがとうございました。

【午後の個別相談】
相談時間になりましたらお声がけします。
お待ちの間は必要な作業を行ってください。
質問等がありましたら会場の職員が対応します。

（個別相談の時間は前後する可能性があります。 15時まで作業可
能ですが、個別相談が終わり次第、お帰り頂いて構いません。）

【後編のご案内】
• 令和２年12月頃 東北信地区（場所未定）
• 令和２年12月頃 中南信地区（場所未定）


